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◎農業農村整備事業の実施状況 

  令和８年度の農業農村整備事業予算は、道営事業が１５地区２，６５７百万円（内１,３３４百万円がＲ７補正予算）、団体営事業

が１８地区４３５百万円の計３３地区３，０９２百万円を執行予定です。 

   水田の整備は、厚真町を中心に展開しており、ほ場の大区画化とともに用排水・農道等の一体的な整備を実施し、農地の集積・担

い手育成を促進しています。畑地の整備は、洞爺湖町、伊達市において畑地かんがい、区画整理を中心とした事業を実施しています。

その他、用水路、農道の保全や農地等の保全管理として海岸保全等を実施しています。 

【道営事業の内訳】                                               

事業区分 主な事業内容 Ｒ８予算（百万円） 

農業生産基盤整備 水田・畑地の整備、用排水の整備   ２，０２８ 

農村整備 農道の整備 １７３ 

農地等保全管理 海岸保全、防災減災 ４５６ 

合計  ２，６５７ 

 

【道営農地整備事業 １区上流地区（厚真町）の事例】 

 ※左側が事業実施前の状況。右側が実施後における大区画化された農地。大型機械による作業効率の向上や営農労力の節減を図る。 

     【事業実施前】                       【事業実施後】 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
◎日本型直接支払制度（多面的機能支払（農地維持支払・資源向上支払）） 

（愛称：とんぼの未来・北の里づくり）の実施状況 

平成２６年度より農業農村の持つ多面的機能の発揮に対して日本型直接支払（多面的機能支払）が創設され、集落コミュニティの

共同管理等によって農地が維持され、将来にわたって多面的機能が十分に発揮されるとともに、規模拡大に取り組む担い手の負担を

軽減し、構造改革を後押しします。 

令和８年４月現在、管内２市６町で３１の活動組織が当該制度に取り組む予定で、対象農用地は農地維持支払において、２１,６０１

ｈａを想定しています。 

 

☞主な実践活動 

        <植栽活動>             <農地法面の草刈り>             <水路の泥上げ>         <水路のひび割れ補修> 

 
 
 
 
 

 

 

 

☞制度のポイント  

農地維持支払は、 

①農業者のみの活動組織でも OK 

②農業生産を営むために不可欠な基礎的活動を支援 

 

☞交付単価（単位：円/10a） 

農地維持支払          資源向上支払 

田      ２，３００     １，９２０ 

畑       １，０００       ４８０ 

草地       １３０        １２０ 


